別紙様式９（ひな型）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（日本産業規格Ａ４）

　　　　　　　　　年　　月　　日
財務（支）局長　殿


届出者　　 登録番号　　財務（支）局長第　　　　　　号
住所（郵便番号）

電話番号（　 　）　　－　
商　　号	
代表者の
氏　　名　　　　　　　　　　　　　
国内における
代表者の氏名　　　　　　　　　　　



業務報告書

　　　　　年４月１日から　　　　年３月３１日までの業務の状況を次のとおり報告いたします。

記

１．営業所数（自社設置分）　　　　　　　　　　　　　店

２．年間送金件数
	第１種
	第２種
	第３種

	件
	件
	件



３．年間取扱金額
	第１種
	第２種
	第３種

	百万円
	百万円
	百万円



[bookmark: _GoBack]４．１件あたり平均取扱金額
	第１種
	第２種
	第３種

	千円
	千円
	千円



５．１件あたり平均取扱日数
	第１種
	第２種
	第３種

	日
	日
	日



６．契約利用者数
	第１種
	第２種
	第３種

	名
	名
	名



７．個人間送金及びそれ以外の送金の別
	
	件数
	送金額
	１件あたり平均取扱金額

	第１種
	個人間送金
	件
	百万円
	千円

	
	上記以外の送金
	件
	百万円
	千円

	第２種
	個人間送金
	件
	百万円
	千円

	
	上記以外の送金
	件
	百万円
	千円

	第３種
	個人間送金
	件
	百万円
	千円

	
	上記以外の送金
	件
	百万円
	千円



８．国内外別の件数・送金額・１件あたり平均取扱金額
	
	件数
	送金額
	１件あたり平均取扱金額

	第１種
	国内→国内送金
	件
	百万円
	千円

	
	国内→国外送金
	件
	百万円
	千円

	
	国外→国内送金
	件
	百万円
	千円

	第２種
	国内→国内送金
	件
	百万円
	千円

	
	国内→国外送金
	件
	百万円
	千円

	
	国外→国内送金
	件
	百万円
	千円

	第３種
	国内→国内送金
	件
	百万円
	千円

	
	国内→国外送金
	件
	百万円
	千円

	
	国外→国内送金
	件
	百万円
	千円



９．兼業の種類：


（記載上の注意）
１．「第１種」、「第２種」及び「第３種」とは、それぞれ第一種資金移動業、第二種資金移動業及び第三種資金移動業をいう。
２．１については、国内にある、資金移動業の業務上主要な活動が行われる営業所を対象とする。
３．外国資金移動業者においては、２～５及び７は、送金先又は送金元のいずれかが国内に住所を有するものについてのみを対象とする。
４．６については、内閣府令第29条第１項第２号に掲げる「為替取引を継続的に又は反復して行うことを内容とする契約を締結している」国内の利用者数を記載する。
５．７・８については、２～４の内訳を記載する。











